
  

はこだて療育・自立支援センター苦情対応実施要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は，社会福祉法第８２条の規定に基づき，はこだて療 

 育・自立支援センターが提供する福祉サービス（以下「福祉サービス 

 」という。）に関する苦情への適切な対応を行うことで，福祉サービ 

 スに対する利用者の満足度を高めるとともに，一定のルールに沿った 

方法で解決を進めることにより，提供者の信頼および適正性の確保を 

図る等，苦情解決に関する必要な事項を定めることを目的とする。 

（実施体制） 

第２条 前条の目的を達成するため，次の職員を置く。 

１ 苦情解決責任者 

苦情への対応について，責任体制を明確にするため，センター長を 

苦情解決責任者とする。 

２ 苦情受付担当者 

  福祉サービスに係わる苦情に迅速に対応するため，センター長は， 

職員の中からサービス管理責任者（児童発達支援管理責任者）を苦情 

受付担当者に任命し，次の業務を行わせるものとする。 

 (1) 利用者からの苦情の受付に関すること。 

 (2) 苦情内容，利用者の意向等の確認と記録に関すること。 

 (3) 受け付けた苦情およびその改善状況等の苦情解決責任者および函 

館市福祉サービス苦情処理委員（以下「第三者委員」という。）へ 

の報告の検討に関すること。 

 （対象範囲） 

第３条 対象とする福祉サービスの範囲は，はこだて療育・自立支援セ 

ンターが提供する次の事業とする。 

 (1) 改正児童福祉法（平成２４年法律第１６４号 以下「法」とい

う。）第４３条に規定する児童発達支援センターとして行う事業 

(2) 児童福祉法第６条の２の２第５項に規定する保育所等訪問支援を

行う事業 

(3) 児童福祉法第６条の２第６項に規定する障害児相談支援を行う事



  

業 

(4)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第７項に規

定する生活介護を行う事業 

(5) 法第５条第１２項に規定する自立訓練を行う事業 

(6) 法第５条第１４項に規定する就労継続支援を行う事業 

(7) 法第５条第１８項に規定する特定相談支援を行う事業 

(8) 法第７７条第３項に規定する地域生活支援事業のうち，障害者ま 

たは障害児を一時的に預かることにより，これらの者に対する活動 

の場の提供，見守り，社会に適応するための日常的な訓練その他の 

支援を行う事業 

(9) 診療を行う事業（児童発達支援センター事業に係るものを除

く。） 

(10) 心身に障害のある者およびその疑いのある者の福祉に関する情報 

の提供を行う事業 

(11) その他センターの設置の目的を達成するために必要な事業 

２ 対象とする苦情の範囲は，次のとおりとする。 

 (1) 福祉サービスに係る処遇の内容に関する苦情 

 (2) 福祉サービスの利用契約の締結，履行または解除に関する苦情 

３ 苦情の申出人は，福祉サービスの利用者，その家族，代理人，民生 

委員・児童委員，当該事業者の職員等，当該福祉サービスの提供に関 

する状況を具体的かつ的確に把握している者とする。 

 （実施方法） 

第４条 苦情の受付は次の方法によるものとする。 

 (1) 苦情受付担当者は，来所，文書，電話等により利用者からの苦情 

を随時受け付けるものとする。 

 (2) 苦情受付担当者は，利用者からの苦情受付に際し，次の事項を書 

面に記録し，その内容について苦情申出人に確認するものとする。 

ア 苦情の内容 

   イ 苦情申出人の希望等 



  

 (3) 苦情の受付担当者は，受け付けた苦情は，原則としてすべて苦情 

解決責任者に報告するものとする。 

(4) 投書など匿名の苦情についても，苦情解決責任者に報告し，必要 

な対応を行うものとする。 

２ 苦情解決に向けての話し合いは次の方法によるものとする。 

 (1) 苦情解決責任者は，苦情申出人との話し合いによる解決に努める 

ものとする。その際，苦情申出人または苦情解決責任者は，必要に 

応じて第三者委員の助言を求めることができるものとする。 

（苦情情解決の記録・報告） 

第５条 苦情解決や改善を重ね，これらを実効あるものとするため，次 

のような記録と報告を積み重ねるものとする。 

(1) 苦情受付担当者は，苦情受付から解決・改善までの経過と結果に 

応じて書面に記録する。（様式１） 

 (2) 苦情解決責任者は，一定期間毎に苦情解決結果について，必要に 

応じて第三者委員に報告（様式２）し，必要な助言を受ける。 

 (3) 苦情解決責任者は，苦情申出人に改善を約束した事項について， 

必要に応じて苦情申出人および第三者委員に対して，報告（様式３ 

～４）する。 

 （利用者等への周知） 

第６条 苦情解決責任者は，はこだて療育・自立支援センターの施設内 

への掲示，パンフレットの配布等により，利用者に対して，苦情解決 

責任者，苦情受付担当者および第三者委員の氏名・連絡先や，苦情解 

決の仕組みについて周知するものとする。 

 （秘密保持義務） 

第７条 苦情解決責任者および苦情受付担当者，またはこれらの職にあ 

った者は，その職務上，知り得た秘密を漏らしてはならないものとす

る。 

 

附 則 

この実施要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 



  

附 則 

この実施要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則 

この実施要綱は，令和６年４月１日から施行する。 

 


